
我が国における評価とIRの現状
と課題

九州大学 基幹教育院

小湊卓夫

H26.8.29
大学評価担当者集会

2014
於：神戸大学

1



目次

• はじめに IR概論

• 日本におけるIRの変遷と現状

• 日本型IRを展望する

2



１．はじめに IR概論
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背景

• 日本におけるIRに関する議論は、国立大学法
人化以降、具体的に行われるようになった

• 最初は国立大学の評価部門、次に私立大学
も含め大学教育センター系の取組が注目さ
れる

• 米国の事例紹介もなされてはいるが、日本へ
の直接的導入は困難

• 近年、日本型IRの可能性が問われている

• ここではその概略を扱う
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IRの概念と機能

• IRとは「機関の計画立案、政策形成、意思決定を支
援するための情報を提供する目的で、高等教育機
関の内部で行われる調査研究」Saupe(1990)

• 求められる役割の類型 Thorpe(1999)
• 計画策定支援(planning support)
• 意思決定支援(decision making support)
• 政策形成支援(policy formation support)
• 評価活動支援(assessment support)
• 個別テーマの調査研究(conducting research studies) 
• データ管理(data management)
• データ分析(data analysis)
• 外部レポート(external reporting)
• 内部レポート(internal reporting)
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Thorpeによる 機能の９類型は並列して語ることが難しく、階層性が存在している

評価活動支援

データ管理
データ分析

個別テーマの調査研究

外部レポート
内部レポート

計画策定支援

意思決定支援 政策形成支援

IR機能の関連性と階層性

ここには大きなギャップが存在する
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米国ＩＲの歴史的展開

• 第1段階（1950～1960年代）
– 学生の急増とそれに適合的なキャンパスプランの策

定

– ＩＲ室の急増

• 第2段階（1970～80年代半ば）
– 18歳人口の減少と州政府からの補助金減少

– 個別大学のマネジメントの改善と費用削減

• 第3段階（1980年代後半以降）
– 説明責任の要求（教育や学習の成果を州政府やア

クレディテーション団体へ提供）
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個別の文脈に依存するIR業務

• Thorpeによる9つの類型は包括的なものであ
り、全ての大学で行われているものではない

• 米国大学の多くのIR室（６０％）は1，2名のIR
担当者によって担われており、内外のレポー
ト作成に追われている（スウィング、2005）

• データ収集・管理については、国レベルでは
IPEDS、州によっては大学の成績データを管
理するシステム、大学レベルではデータベー
スが構築されており、IR担当者はそれらを活
用してデータ分析・レポート作成を行う
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２．日本におけるIRの変遷と現状
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日本におけるIRの端緒１

• IRの端緒：広島大学問題調査室（1970年）→
高等教育研究機関へと変貌

• 大学教育センターの2類型：①高等教育研究
機関、②共通教育、授業評価、FDを担う実施
機関

• ②の性格を有する大学教育センターはIR機
能の一部を担っている
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日本におけるIRの端緒２

• 国立大学の法人化前後から、評価室が設置
され、IR機能の一部を担うこととなる

• 評価活動支援を軸に、データ分析・内部レ
ポート作成、計画策定支援が行われた

• 意思決定支援や政策形成支援はほとんど想
定されず実施されなかった（小湊・中井、
2007）
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日本におけるIRと評価の変遷と現状１

• 本格的活動は国立大学における評価室の活動（評価
活動への支援のみならず、データの管理・分析とレ
ポート作成、計画策定支援等）

• 大学評価で作成される自己評価書をもとに、改善が
促進されたとは言い難い状況

• 教学系の各種調査やデータを扱う、大学教育センター
系の活動に着目（教育改善支援を促進させることを目
的）

• 単純なデータ集計・分析に関しては、事務各課でも実
施(活動自体が分散化されていたために、見えにく
かった)

• 近年、教育改善支援を中心として、IR室の設置が増え
ている
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日本におけるIRと評価の変遷と現状２

• IR活動の領域は評価と教学の２側面から取組が
行われている

• データ収集・管理とそれに基づくレポート作成を
行っている段階

• 将来的には計画策定支援や意思決定支援を視
野に活動を広げることを想定？

• 大学のマネジメントにおいて、意思決定プロセス
のどこにIRが具体的に関わって支援を行うのか
は暗中模索

• 改善のための自己評価は説明責任のための自
己評価へとシフト？
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３．日本型IRを展望する
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日本におけるIR活動の特徴

• IR活動を組織的に行っている事例は少な
い？

• 日々の業務の一環として行われているものも
多く、組織化が進んでおらず、外からは見え
にくいものとなっている

• 米国では時代の変遷とともに、業務領域を
徐々に広げてきたのに対し、日本では多くの
役割を担わされようとしている

• 教育改善や計画策定そのものを実施するも
のとして構想される場合もある

15



IR活動をどうとらえるのか

• どのようなIR組織を展望するのかは、担当者の数とそ
れを担う担当者の能力、使える技術に依存する（IRの
生態系）

• 大学の文脈を理解したうえで、誰が何のためにどのよ
うなデータを要求しているのか、そしてそのためにど
のような手段を講じればよいのかを検討する必要が
ある

• そうでなければ、集めて整理したデータは価値を持た
ず（情報とならない）、使われない

• 分散した機能は組織にかかるコストを節約することに
つながるが、業務重複、組織横断的業務への対処、
大学を俯瞰するといった点での困難が予想される

• では、組織化するとなるとどうなるのか？
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米国IRの生態系（組織類型）

比較的未発達／分権化 比較的発達／集権化

比
較
的
小
規
模

手工業的（職人的）構造
・ 1～2人の組織
・ 多くが博士学位を有していない。
・ ルーティン的な報告業務や適度の

量の計算業務を負わされる
・ 学生数5,000人以下の高等教育機

関

非官僚制
・ 2～3人の組織
・ 博士はわずかで、ほとんどが修士の学

位と経験を有する
・ フラットな階層、単純な構造、最低限

に特化された組織
・ タスクは様々（研究プロジェクト）

比
較
的
大
規
模

分散型
・ 研究大学では最も共通している。
・ 部局長や副学長がそれぞれのニー

ズに対して、自らの専門家やス
タッフに研究させる分権化された
状態

・ エンロールマネジメント、予算配
分の予想、学生生活の研究など、
ゆるい調整をしながらの活動もあ
る。

専門的官僚制
・ IR活動が一つの組織に集権化されてい

る場合には、最も共通した形
・ 最低限4人の専門家
・ 博士の学位と長年の経験を有する
・ 適度な官僚的構造（階層、仕事の部門、

専門化）
・ 洗練された研究プロジェクトをIR組織

が集権的に行う

ハワード（2012） 17



IR活動の展望１

• 米国大学の文脈と日本の大学の文脈は大きく異
なる→アメリカの事例はあくまでも参考程度

• 現状、個々の取組が個別に行われていることが
多いため、それらをつなげることが必要

• 組織レベルでは、評価室と大学教育センターと
の連携

• 業務レベルでは、入試データ分析、履修調査、
授業評価、卒後調査等のデータから、学生の学
びを効果的なものにするための方策を検討する
等
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IR活動の展望２

• IRに対するニーズの整理（個別部署および全学）
とニーズを認識してもらうための働きかけが必要

• 学部・学科等の個別部署に関しては、改善支援
が中心？全学に対しては、計画策定支援、政策
形成支援や評価支援が中心？

• それを担う人材育成を同時に行う必要性

• 改善や改革を行う主体と支援を行う主体は異な
ることに注意が必要→IRをどのように位置づける
のかが問われている
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